
第１部 基本的な方針 

 

 男女共同参画社会の実現は、女性にとっても男性にとっても生きやすい社会を作ることであ

り、政府一体となって取り組むべき最重要課題である。その目指すべきは、①固定的性別役割

分担意識をなくした男女平等の社会、②男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きるこ

とのできる社会、③男女が個性と能力を発揮することによる、多様性に富んだ活力ある社会、

④男女共同参画に関して国際的な評価を得られる社会である。 

 我が国においては、これまで国際的な動きと軌を一にし、多くの女性たちの活動に支えられ

ながら、男女共同参画社会の実現に向けて平成11年法律第78号の男女共同参画社会基本法の

制定、男女共同参画会議の設置など国内本部機構（ナショナル・マシーナリー）の充実・強化、

男女共同参画基本計画に基づく取組等を推進してきた。しかしながら、我が国の男女共同参画

の現状は、まだ道半ばの状況にあり、国際連合の女子に対する差別の撤廃に関する委員会（以

下「女子差別撤廃委員会」という。）の我が国に対する最終見解（平成21年８月公表）におい

ても、多くの課題が指摘されている。 

 また、少子高齢化の進展と人口減少社会の到来、家族や地域社会の変化、経済の長期的低迷

と閉塞感の高まり、非正規労働者の増加と貧困・格差の拡大など社会情勢の変化や経済社会の

グローバル化などに伴う課題を解決するためにも、男女共同参画社会の実現が必要不可欠であ

る。 

このため、本年７月の男女共同参画会議からの答申「第３次男女共同参画基本計画策定に当

たっての基本的な考え方」を踏まえ、我が国における男女共同参画社会の形成が一層加速され

るよう、実効性のあるアクション・プランとして、第３次男女共同参画基本計画（以下「第３

次基本計画」という。）を策定する。 

 

１ 第３次基本計画策定に当たっての基本的考え方 

  策定に当たっては、以下のような基本的考え方に立っている。 

 

 ① 男女共同参画会議の答申に示された基本法施行後 10 年間の反省を踏まえ、実効性のあ

るアクション・プランとするため、できる限り具体的な数値目標やスケジュールを明確に

設定するとともに、その達成状況について定期的にフォローアップを行う。 

 

 ② 固定的性別役割分担を前提とした社会制度や社会構造の変革を目指すとともに、「仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」（以下「仕事と生活の調和」という。）、「子

ども・子育て支援」、「子ども・若者育成支援施策」、「人権施策」など、政府が一体となっ

て府省横断的に取り組んでいる関連施策との密接な連携を図る。 

 

 ③ 女子差別撤廃委員会の最終見解における指摘事項について点検するとともに、日本の文

化、社会の状況等にも配慮しつつ、国際的な規範・基準の積極的な遵守や国内における実

施強化などにより、国際的な概念や考え方（ジェンダー等）を重視し、国際的な協調を図

る。 

 



２ 第３次基本計画において改めて強調している視点 

  第３次基本計画において改めて強調している視点は以下のものである。 
 

 ① 女性の活躍による経済社会の活性化 

   少子高齢化による労働力人口の減少が進む中で、女性を始めとする多様な人材を活用す

ることは、我が国の経済社会の活性化にとって必要不可欠である。また、女性がその能力

を十分に発揮して経済社会に参画する機会を確保することは、労働供給の量的拡大という

観点に加えて、グローバル化や消費者ニーズが多様化する中で持続的に新たな価値を創造

するために不可欠である。 
 

 ② 男性、子どもにとっての男女共同参画 

   男女共同参画社会は、多様な生き方を尊重し、全ての人があらゆる場面で活躍できる社

会であり、男性にとっても暮らしやすい社会であることから、男女共同参画を男性の視点

から捉えることが不可欠である。長時間労働の抑制等働き方の見直し、直面する介護の問

題など男性に関わる課題に対応するためにも、男女共同参画の理解に向けた男性に対する

積極的な働きかけが必要である。 

   また、次代を担う子どもたちが将来を見通した自己形成を図りながら健やかに育ち、そ

して幸せに暮らせる社会を目指す観点から、子どもの頃から男女共同参画の理解を促進す

ることが重要である。近年、ひとり親家庭の子どもや性犯罪の被害を受けている子どもな

ど支援が必要な子どもの問題も顕在化しており、安全で安心に暮らせる環境づくりのため、

社会全体で子どもたちを支えることが必要である。 
 

 ③ 様々な困難な状況に置かれている人々への対応 

   単身世帯やひとり親世帯の増加、雇用・就業構造の変化、経済社会のグローバル化など

の中で貧困に陥る層が増加している。女性は、出産・育児等による就業の中断や非正規雇

用が多いことなどを背景として貧困など生活上の困難に陥りやすい。また、障害がある女

性や日本で働き生活する外国人女性などは、女性であることで複合的に困難な状況に置か

れている場合が少なくない。 

   家庭や地域における男女共同参画の推進や女性が働きやすい就業構造への改革など男

女共同参画の推進が、様々な困難な状況に置かれている人々への対応にとって不可欠であ

る。 
 

 ④ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

   女性に対する暴力は重大な人権侵害であり、男女共同参画社会を形成していく上で克服

すべき重要課題であることから、暴力を容認しない社会的認識の徹底等根絶のための基盤

整備とともに、防止対策や被害者支援など、女性に対する暴力の様々な形態に応じた根絶

のための幅広い取組を総合的に推進することが必要である。 
 

 ⑤ 地域における身近な男女共同参画の推進 

   地域社会における人間関係の希薄化や単身世帯の増加等の家族形態の変化などの中で、

地域力を高めていくためには、女性も男性も誰もが出番と居場所のある地域社会を形成し

ていくことが重要であり、また、人々に最も身近な暮らしの場である地域における様々な

取組が不可欠である。 



 

３ 今後取り組むべき喫緊の課題 

  ２において改めて強調した視点を前提にした上で、今後５年間の計画期間において取り組

む課題のうち、特に早急に対応すべき課題は以下のとおりである。 

 

①  実効性のある積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の推進 

「社会のあらゆる分野において、2020 年までに、指導的地位に女性が占める割合が、

少なくとも 30％程度になるよう期待する」という目標（平成 15 年６月 20 日男女共同参

画推進本部決定。以下「『2020年30％』の目標」という。）の達成に向けて、取組の強化・

加速が不可欠である。クオータ制（割当制）やインセンティブ付与、ゴール・アンド・タ

イムテーブル方式など多種多様な手段のうち、分野や実施主体の特性に応じて、実効性の

ある積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を推進する。 

 

 ② より多様な生き方を可能にする社会システムの実現 

   男女の社会における活動や個人の生き方が多様化する中で、男女の社会における活動の

選択に対して中立的に働くような制度構築が必要であり、男性片働きを前提とした世帯単

位の制度・慣行から個人単位の制度・慣行に変更するといった視点から、固定的性別役割

分担を前提とした制度・慣行の見直しを行う。 

   男女共同参画の視点をあらゆる施策に反映させるため、男女の置かれた状況を客観的に

把握するための男女別等統計（ジェンダー統計）の充実に努めるとともに、ジェンダー予

算の在り方や家庭で担われている育児、介護などの経済的・社会的評価のための調査・研

究を行う。 

 

 ③ 雇用・セーフティネットの再構築 

   女性が働き続けることができ、暮らしていける賃金を確保することができるよう、雇用

の問題、特に男女間の賃金格差の解消や「Ｍ字カーブ問題」の解消、長時間労働の抑制、

非正規雇用における課題への取組を進める。 

   様々な生活上の困難の世代間連鎖を断ち切るためにも、家族や地域の持つ相互扶助機能

の低下に対応したセーフティネットの再構築や、個人の様々な生き方に沿った切れ目ない

サービスの提供を推進する。また、障害者や定住外国人が、女性であることで更に複合的

に困難な状況に置かれている場合に、適切な支援を行う。 

 

 ④ 推進体制の強化 

   男女共同参画社会を実現するため、国内の推進力を一層強化していくことが必要である。

国内本部機構の機能を最大限発揮できるようにするため、総合的な企画立案機能、横断的

な総合調整機能、第３次基本計画や女子差別撤廃委員会の最終見解等の実施状況について

の監視機能の強化等を図るとともに、政府のあらゆる施策に男女共同参画の視点が反映さ

れるようにする。 

   地方公共団体や民間団体等における取組を支援して各団体等がそれぞれの機能を十分

発揮できるよう、有機的な連携を図った取組を強化する。 

 



４ 第３次基本計画の構成  

  第３次基本計画は、この「基本的な方針」（第１部）、「施策の基本的方向と具体的施策」

（第２部）及び「推進体制」（第３部）で構成している。 

第２部では、男女共同参画を推進する 15 の重点分野を掲げて、それぞれの分野について

「基本的考え方」を定めている。また、「基本的考え方」の下で、平成32年までを見通した

長期的な政策の方向性と平成 27 年度末までに実施する具体的施策をそれぞれ「施策の基本

的方向」と「具体的施策」において記述している。 

さらに、本計画を実効性のあるアクション・プランとするため、各重点分野において「成

果目標」を示している。「成果目標」とは、それぞれの重点分野において掲げる具体的施策

を総合的に実施することによって、政府全体で達成を目指す水準である。また、当該成果目

標に係る項目に直接取り組む機関・団体等が、地方公共団体や民間団体など政府以外の場合

には、政府がこれらの機関・団体等に働きかける際に、政府として達成を目指す水準として

位置付けられるものである。 

第３部では、これらの取組を総合的かつ計画的に推進するための体制の整備・強化につい

て記述している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


